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て, ケインズの 『雇用・利子および貨幣の一般理論』１) で導入された ｢使用費用２)｣ を用いる
こととした｡ この概念は 『一般理論』 の概念からはみ出した ｢余白｣ として第  章の ｢長期期
待｣ と第  章の ｢自己利子率｣ と並べて指摘される場合もある (間宮,     )｡ しかし, 使用
費用は 『一般理論』 中で, 貸借が一致する形で説明ができるように導入３) され, 資産の減価に
関しては一般に税務上認められた会計規則に合致するように展開されている｡ さらには, 使用
費用は企業の利潤最大化のための生産計画の中にも含まれる概念であり ｢現在と将来とを結ぶ





立教経済学研究 第  巻 第３号     年  
１) 以下, 本稿中では 『一般理論』 とする｡ なお本書の引用は     で表わし, 引用ページは原著の
ページである｡
２)         は ｢使用者費用｣ と訳されることも多いが, ユーザーというのは     がついているか
らといって人を表わすわけではない｡ これは文法上では継続的使用といわれているものであって, 資
本設備を用いることによって新たに生ずる費用と言う意味である｡ 使用者と言う人間が支払う費用と
言う意味ではない｡ したがって本稿においては ｢使用費用｣ と呼ぶ｡ そのため参照先の文献において
｢使用者費用｣ と呼ばれている部分に関しては ｢使用費用｣ と改めて用いている｡                    によると       には                                                                        という意味もある｡
３) 『一般理論』 の解説書でもある伊東 (    ),       ‒   にも貸借が一致する形で解説がある｡
                                                               
の会計制度として採用されている取得原価主義と, それを否定する機会費用概念について整理
し, 使用費用概念は機会費用概念であることに注目しながら, 『一般理論』 においてはどのよ
うに費用を測定しているのかについて論じる｡ 次に３節では使用費用を用いて経済学上の純所
得概念を計算し, この概念と会計上の売上総利益概念との差異があるのかについて考察し, も






｢会計｣ というものをあえて定義するのであれば, ｢企業の経済活動を測定し, 利害関係者に
報告し, 利害対立を解消もしくは調整する一つの手段である｣ ということができる｡ 利害関係
者は, 企業内部の者と外部の者に大別される｡ 一般的に, 企業外部の利害関係者に対し報告す
るものを財務会計といい, 企業内部の利害関係者に対し報告するものを管理会計という｡ しか
し, 両者とも特定の期間における絶対的な真実を測定し報告することに違いはない｡ 問題とな
るのは, その絶対的真実の測定方法である｡ たとえ, 異なる企業が全く同一の経済的事象を行
ったとしても, 企業の経済活動をより正確に測定する方法は異なっており, その結果, 実際の
会計基準においても, 同一の取引において異なる測定方法を用いることを認めている｡ そのた













４) 本節の以下の部分は山本 (    ) 第 部会計制度の経済理論に依拠している｡
                                                               
こうしたことから, ノーベル経済学賞を受賞したダグラス・ノースは, ｢経済制度はルールの
束である｣ (     ,     ) と主張している｡ 市場経済における制度という名の制約は, 取引
に対するコストと考えられる｡ これはコースによる ｢取引費用｣ (     ,     ,       ‒   )
の分析に繋がる｡ コースによると市場では価格情報に基づいて取引がなされる一方で, 企業組
織においては価格メカニズムが機能しないため, それに代替する取引の調整機能が必要になる
(     ,     ,      )｡ そのため, 企業組織においては取引費用を節約するための情報シス
テムが会計ということになる (       ,     ,       ‒   )｡ 言い換えると, ｢会計とは,
市場価格が機能しない企業組織においてそれに代替する擬似的な計算価格を提供する経済制度｣
(山本,     ,   ７) ということができる｡ さらに ｢組織における会計システムを市場におけ
る価格システムに比較すると, 市場では需要と供給によって価格が決定されるのに対し, 組織
にはそのような一元的な価格が存在せず, 会計基準や計算方法の相違によってさまざまな計算
価格が算出される｣ (山本,     ,   ９)｡




義される｡ さらに, ブキャナンも, 新古典派経済学では機会費用の概念の重要性が頻繁に主張
されていながら, 生産活動については直接費消された価値で費用が測定されるのは理論的整合
性を欠いているとして, 機会費用概念を用いることを主張し, さらには自らの費用理論を主観













このようにコース, ブキャナンともに, 機会費用の概念を重要視し, 伝統的かつ現在も用いら
れている取得原価主義に対して批判的である｡
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                                                               
2.2 ケインズの ｢使用費用｣ 概念の意義
2.2.1 機会費用としての使用費用概念
ケインズは, 『一般理論』 において使用費用 (        ) の概念を用いることで, 機会費用
の概念を取り入れている｡ 使用費用とは ｢生産をするために (なんらかの仕方で) 犠牲にされ
た価値の大きさ｣ (  ,     ) である｡ コース (     ,     ,      ) によれば, ある機械
設備を使わなかった場合, £   から£  に価値が下がる｡ 一方, 使用した場合は£   から£  に下がる｡ この場合, 使用したことによる減価の£５は機会費用であり, ケインズが使用費
用と呼んだものであるとしている｡ 『一般理論』 では使用費用の大きさ (＝測定されうる費用
額≒主観的費用５)) について ｢設備を現在使用しなかった場合, 後日得られるはずの付加的予
想収益の割引値を計算することによって求め｣ (  ,     ) ることができ, この値は ｢将来









とだろう｣ (     ,     ,      ) とあり, さらに ｢もし, ある機械を遊ばせてそのままにし
ておくかわりに, 今, 使用することで, 機械の寿命は縮むことだろう｡ これは, その機械の寿










５) ここで言う ｢主観的｣ の意味は前節におけるブキャナンの主観的費用ではなく, ２.２.２において
論じているケインズの主観的概念という意味で用いている｡
                                                               
いえればよい｡ これは原材料のような棚卸資産にもいえるし, 機械設備のような固定資産, 特






定される｡ しかし, この主観性はブキャナンの言うような全面的に恣意的な ｢主観性｣ とは異




を明確に否定する｡ そうではなくて, 確率とは, ある特定の条件の中で持つことが合理的であ
る確信の程度に関するものであるという意味で客観的なものである｡ 様々な個人が様々な量と
タイプの証拠を意識しているという限りで, 与えられた仮説に関する確率関係はこうした個人









に頼りながら, できるかぎり最善の選択を行っている｣ とあることから, 主観的確率による意
思決定は数字による裏付けは不可能としながら, 組織においては必ず数字の裏付けによって正
当化されなければならないとし, だからこそ ｢利益計算に基づいて意思決定を行ったかのよう
に ｢装う｣ のである｣ (山本,     ,     ) と主張している｡ また, ｢ここに制度化の契機が
ある｣ (山本,     ,     ) とも指摘している｡
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６) 有価証券を貨幣性資産とする考え方には問題が含まれている｡ 確かに有価証券は, その他の資産と














ここで, 補足費用とは ｢生産者としての企業者の生産計画には直接には関与しない｣ (藤原,    ) ものとして考えられ, ｢非自発的であるが期待されないものではない設備の減価｣ (  ,    ) であり, ｢使用すると否とにかかわらず, 時の経過によって生ずる損耗｣ (  ,     ),
｢｢たとえ詳細でないにしても, 少なくとも大まかに予想することができるほどに十分規則的で
ある｣ ところの ｢正常な｣ 陳腐化｣ (  ,     ), ｢通常 ｢保険を掛けることのできる危険｣
とみなされうるような十分規則的な社会全体に対する損害｣ (  ,     ) のことである｡ ケ
インズの利潤概念は一種の粗概念であって補足費用を含むものとして定義されているため, 補
足費用の大きさは ｢典型的企業者が (株式会社の場合に) 配当を行う目的で, あるいは (個人
の場合に) 彼の当期の消費の大きさを決定する目的で, 純所得とみなすものを計算するさいに,
彼の所得から差し引く額の合計である｡ こう述べる以外に補足費用の数量的定義に近づくこと
はできない｣ (  ,      ‒  ) とされている｡ しかし, 減価償却を論ずる際, そこに含まれ
る補足費用の大きさは ｢初めに確定された数字が現実の使用費用を超過する額｣ (  ,     ・・・
ただし, アクセントは筆者による) として定義されており, 減価償却費と使用費用が決定され
た後に発生する事後的な大きさであるとしている｡
このように考えると, 補足費用の大きさを決定するための与件として減価償却費と使用費用
が必要となる｡ このような補足費用の決定について, ケインズは ｢設備全体としての耐用期間
にわたって意外の利得または損失がゼロになることを保証するという利点をもっている｣ (  ,    ) と述べている｡ すなわち, ある程度の期待の変化は一定の減価償却費の中で相殺され
るものとして取り扱っている｡ これは, 会計学上, 一旦決定された減価償却の方法で算定され
た減価償却費を変更することなく用いることができることと整合性をもつ｡
期待が変化するというのは, 生産が終了する時点では期待が実現されているとは考えられな
い, ということである｡ そこで, ケインズは生産の前 (事前的) に期待される使用費用と生産
・・







場合, 補足費用の額は£  となる｡ また, 現実の使用費用が£３となった場合, 補足費用の額・・・
は£  となる｡ このように, 減価償却が一定であれば期待と現実との乖離が生じたときには使
用費用のみならず補足費用についても期待と異なってくる｡ 初めに想定した補足費用£  は
｢補足費用の当初の期待額｣ (  ,     )として ｢基礎的補足費用｣ (  ,     ) と定義され
るものであり, 現実との乖離があった場合の£  や£  の補足費用は ｢時々の価値と期待に基




ある｡ 使用費用は£５である｡ 期待が変化しない場合, 減価償却費として計上される金額は£  でなければならない｡ このことを 『一般理論』 に即して考えるならば, 減価償却費として計
上される金額が£  として決定されている｡ その中で, 使用費用が£５として期待される｡ そ
のため, 基礎的補足費用は£  となる｡ 期待が変化しない経済状況下では, 現実の使用費用と
当座的補足費用は同じ大きさとなる｡
しかし, 許容されうる期待の変化ではない, 予想不可能な事態も考えられる｡ 例えば, 生産
終了後における期末の資産価値が変化しているとする｡ 期待が変化しない場合は期末の資産価
値は£  として測定されるものであった｡ しかし, 現実との乖離がある場合, 当然, 期末の資
産価値も£  とはいえない｡ その変化の額は ｢意外の損失 (または利得)｣ (  ,     ) とし
て発生するものである｡ これは ｢非自発的でしかも同時に－広い意味において－予測不可能な
資本価値の変化｣ (  ,     ) であり, さらに ｢純所得を計算する場合にさえ考慮されず,
資本勘定に記入されるもの｣ (  ,     ) であって, その発生原因を ｢市場価値の不測の変









こらざるをえない (たとえば, 機械への注油)｡ この費用は (外部からの購入部分は別として)
要素費用の中に含まれる｡ 物理的な理由から, 当期の減価の全額がこのような仕方で必然的に
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                                                               
補填されなければならないとすれば, 使用費用の額 (外部からの購入部分は別として) は補足
費用の額に等しく, しかもそれとは正負の符号を逆にするものとなる｣ (  ,     ) と述べ





次に, 減耗性資産については ｢設備の価値損耗のうちある部分は, 設備が使用される場合に
のみ生ずる｡ この費用は設備を使用する行為と平行して補填されるのでないかぎり, 使用費用
の中に含められる｡ 設備の価値損失がこのような仕方によってのみ生ずるのであれば, 補足費








される｡ そして, 借方と貸方の差額が補足費用として計上されることになる｡ しかし, この補
足費用の中には意外な損失も含まれている可能性もある｡ これらの区別は ｢補足費用と意外の
損失とを区別する線, すなわち, 所得勘定の借方に記入するのが適当であると思われる不可避
的な損失と, 資本勘定における意外の損失 (または利得) として考えるのが合理的であるもの
とを区別する線が, ある程度慣習的あるいは心理的なものであって, 前者を算定するための一
般に認められている基準に依存している｣ (  ,     ) と述べられ, さらに ｢補足費用の算
定について一義的な原則を立てることはできず, その額はわれわれの会計方法の選択に依存す
る｣ (  ,     ) と述べられている｡ つまり, 貸借差額を補足費用として計上するような会
計方法を用いているのであれば, 意外の損失が発生することはあり得ないということになる｡
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いる企業を想定する｡ また, ある 期の生産・販売活動は既に終了しており, 期末の貸借対照
表を作成するために必要な資料はそろっているものとする｡ ただし, 期待の変化は無いものと
仮定する｡  期首において, 企業は資産 を所有しており, その価値は ０ である｡ また,  
は ,  ,  より構成されるものとする｡ さらに他企業からの購入額を １とする｡ 企業が 
期中に購入するものは ,  と, 維持・修繕費 として支出されるものとする｡ また, 期中




求められる｡ そこで, 期中購入額 １を細分化することにする｡  １を構成するのは期中に資産
を増加させた部分 ０ と期首の資産の維持・修繕費  さらに期中購入資産の維持・修繕費  
と考えられる｡ さらに  は, ｢生産物の生産のためにそれを使用しないと決意したとしても,・・・




として定義できる｡ これを経済学上の純所得と名づけておく｡ 一方で,  期における会計上の
企業の純利益  は, 売上総利益で代用できるから,  ＝ －売上原価
として把握される｡ 以下ではこの両者に違いが生じるのか, 生じるのであれば解消可能である
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購入資産の使用費用  となる｡ 以上のことを表にまとめると (表１) になる｡ 便宜上,   － ＝  としている｡
3.3 各資産における費用について
企業の保有している各資産に対して と が発生する｡ そこで,  ,  ,  についてそれ











定する｡ また, 当期購入分 １ についても, 期待収益で測定された資産価格が計上されてい
る｡ こうして原材料勘定の借方には ０  ＋ １ が計上されることになる｡ 一方, 貸方勘定には
実際に生産するために支出されたものが使用費用として計上される｡ これは   ＋   ＝  と
して定義される｡ 残りは期末に残った資産価値であるが, これは将来の期待収益によって測定
される｡ こうした場合, 実際には生産に使用されなかったにもかかわらず, 陳腐化により資産
性を失ったものは測定されなくなる｡ 実際に資産性が存在し, 将来収益が期待されるものの価
値を  とすると  ＋  は借方にある ０  ＋ １ には及ばない｡ それは陳腐化によって発生す











 ０  …期首に存在する資産価値   …使用しなかった場合の期末における ０  の資産価値   …使用した場合の期末における ０  の資産価値   …期首資産の補足費用    …期首資産の最適修繕・維持費用   …期首資産を使用したことによって ０  から生じる使用費用   …期首資産を使用したことによって追加的に生じる使用費用   ＝   ＋   …期首資産を使用したことによって生じる使用費用 ０  …期中購入資産価格   …使用しなかった場合の期末における ０  の資産価値   …使用した場合の期末における ０  の資産価値   …期中購入資産の補足費用    …期中購入資産の最適修繕・維持費用   …期中購入資産を使用したことによって ０  から生じる使用費用   …期中購入資産を使用したことによって追加的に生じる使用費用   ＝   ＋   …期中購入資産を使用したことによって生じる使用費用 ０ ＋   ＋   ＋   ＋   ＝ １…外部からの購入額 ０＝ ０ ＋ ０ ,   ＝   ＋   ,  ＝  ＋   ＝  ＋  ,   ＝   ＋   ,   ＝   ＋   











のものであることが必要である｡ 機械設備 の費用として考えられるのは,   ,   である｡
機械設備に関する費用は具体的には減価償却費や修繕・維持費として考えることができる｡ 減
価償却費に関していえば . . で考察した通りである｡ そのため, 機械設備の減価償却額は何





もたらす｡ しかしながら, 製品 自体を生産活動に用いることはなく, また, 外部の第三者
から購入することは想定しない｡ そのため, 生産活動を通じて生産した製品の価値が当期の生
産量として計上されることとなるので, 製品 に使用費用は発生しない｡ そのため,    ＝  
となる｡





し, 供給は自ら需要を生み出すことができれば, 売却されることが確実なので, 作り出したも
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を, 当該期間の収益として認識するのに問題が生じない｡ 会計学上では, ｢企業会計原則｣ 第
二・一  (『企業会計法規集』 [第  版],   ９) で, 費用に関しては発生主義を採用している





る｡ また, この額が異常な評価損であると判断された場合は, 意外の損失として処理されるこ
とになる｡
3.4 当期製品製造原価 . . 及び . . では製品 の製造に必要な費用について考察を行ってきた｡ そこで, 製品 の製造費用 について求めることができる｡ 上記で定義された費用は形態別に分類され材
料費  , 要素費用 , および経費 からなるものである｡ すなわち ＝  ＋ ＋ 
が成立する｡ 原材料 の減価は  ＝ ０ －  ＝  ＋  －(   ＋   )
というのが純粋な原材料自体の経済的価値の減少である｡ 原材料に限定して言えば,    は外
部からの原材料購入分であり, かつ, 棚卸減耗であるといえる｡    は原材料を管理するため
の最適維持・修繕費用であると考えられる｡ そのため,   に含まれないこれらの費用は経費 に含めて考える｡
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
表２
会計学上 (製品   ) 経済学上 (製品   ) ０  
売上原価 ０  ＋ ０  －   ⇒ と費用収益対応  ０  ＋               ０  ＝製造費用   ＝ ０  ＋   
＝ ＋                    ＝      ＋   
＝  ＋           
                                                                











である｡ ここで, ( ０ ＋ １－ ) を ,  ,  についてそれぞれ示すと … ０  ＋    ＋    ＋ ０  ＋    ＋    －  ＝  ＋   … ０  ＋    ＋    ＋ ０  ＋    ＋    －  ＝  ＋   …   
となる｡ よって ＋( ０ ＋ １－ )＝ 
となり, これによって  ＝ － ＝   








経済学上の純所得概念と会計学上の売上総利益の概念が  －   だけ一致しない｡ 右辺  ＋  －   の意味は, ｢売上総利益に当期未実現利益を加え, 前期から引き継いだ未実現利益を
控除｣ した額となる｡ これは言い換えれば ｢当期の生産活動によって生じた (未実現のも含む)
利益の額｣ であり, ｢当期発生の包括利益額｣ であるともいえる｡ 一方で, 左辺の  は   と





















いて検討する｡ 『一般理論』 自体がおおむねマクロ経済学に関する書物である｡ しかし, マク





のなかの ｢設備の特別な損耗｣ (       ,     ,      ) から引き出したことを認めている
ため, ケインズの革命的な考えではないということも言える｡ そのためか, 使用費用はケイン
ズの革新的考えのうちもっとも不成功におわったものの一つを表わしているという意見もある｡
逆に好意的な見方をすれば ｢使用費用はケインズの革新的な考えの中で最も広く利用されて
いるものであり, 議論の余地のほとんどもしくは全くない原理を表わしている｣ (               ,     ,      , 訳書     ) と考えられる｡ なぜならば, ｢マクロ経済学を学ぶ学
生たちは, 使用費用について聞いたこともないままに自分の学業過程をきわめてりっぱに終え




とになる｣ (               ,     ,      , 訳書     ) からである｡ さらには ｢１発
の弾も撃つことなく, マクロという戦場での計測という分野を征服してしまった｣ (               ,     ,      , 訳書     ) とする意見さえある｡
マクロ経済学の国民所得会計理論においては三面等価の原則が成立する｡ これが成り立つた
めには在庫投資が意図せざるものであるにせよ, そうでないにせよ投資の概念に含めることで
成立する｡ すなわち, 期首棚卸製品というものは, 前期末に自分自身に売り上げたものである






ことである｡ そのため, ｢使用費用は一方の軸足をミクロ経済学に, 他方の軸足をマクロ経済
学においている｡｣ (               ,     ,      , 訳書     ) と言われている｡
５. その他のアプローチ
本稿は 『一般理論』 の使用費用を中心しとした費用概念をもとに, 会計学との関連性を議論
してきた｡ 経済学的な視点から会計学へのアプローチについてはケインズ理論を中心としたも




るマルクス主義的アプローチ (井尻,     など) があると思われる  )｡
会計の定義は ｢企業の経済活動を測定し, 報告｣ するものであるとした｡ 測定の対象となる
経済活動の中には利潤も当然含まれる｡ 新古典派的アプローチでは利潤というものを価格差と
して計測している｡ そのため, 発生メカニズムが明確ではなく, 発生事実をもって認識するこ
とになる｡ 一方, マルクス主義的アプローチではペイトン・リトルトンの 『会社会計基準序説』









ンダー・山地,     ,   ７) る｡ 一方の新古典派的アプローチは ｢企業のような制度ですら
人間が効用を極大化するときの手段にしか過ぎない｡ したがって会計制度は最も純粋な新古典
派経済学に依拠する限り, 基本的経済構造の中には必要ないものとして捨象される｣ (サンダ
ー・山地,     ,   ７) という考え方となって, その違いが現れてくる  )｡
６. おわりに
ケインズが 『一般理論』 のなかで想定する経済社会とは, 将来に対する不確実性の支配する
世界である｡ そのなかで使用費用というものは ｢将来に対する期待が現在の経済行為に影響を






となる｡ さらに, 現在の企業はゴーイング・コンサーンが前提であり, この期待の修正を繰り
返すことで企業者が抱く期待の ｢推論の重み｣ (      ,     ) が増すことになり, 企業者の
予想と現実の乖離が狭まることになる｡ このように, 本稿においては使用費用を用いた貸借対
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  ) 本節はサンダー・山地 (    ) 第１章に詳細である｡  ) 特にマルクス経済学との関連についてはサンダー・山地 (    ) 第７章・第８章で井尻雄士氏と津
村常弘氏が, さらに熊谷 (    )    ５‒  においても詳細に論じられている｡
                                                                
照表を用いることで主観的期待の形成とそれに基づく純所得, さらにはその修正が出来ること
を明らかにしたことになる｡ その一方で, 現行の会計制度, 特に取得原価主義によって作成さ
れる貸借対照表はケインズが想定する世界とは相容れないものであることを明確にしている｡






に, 他方現実に適用するために必要な補修の度合を最小にする効果を持つ｣ (  ,      ) も
のとして導入された｡ 主観的期待である使用費用を用いた貸借対照表は, 期待と現実とを調整
する手段として捕らえることができるものである｡ そして, 付加価値の測定と公表財務諸表の
数値のずれも, 使用費用の概念を用いれば解消することができる｡ 『討議資料 ｢財務会計の概
念フレームワーク｣』 でも包括利益と純利益は資本取引を考慮することによって一致すること
になる｡ これはシュマーレンバッハの 『動的貸借対照表論』 において展開された期間損益計算
の収束の場としての貸借対照表を捕らえているように思われる｡ 同様に使用費用概念を用いて
作成する貸借対照表は, 期待を修正する場として不確実な経済社会においては不可欠であろう｡
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